
国民健康保険税 医療分
（0歳～74歳）

後期高齢者支援金分
（0～74歳）

介護納付金分
（40歳～64歳）

子ども・子育て支援金分
（0歳～74歳）

所得割率
（1人につき）

8.95% 2.40% 2.72% 0.35%

均等割額
（1人につき）

24,000円 7,000円 9,800円
1,100円

（18歳以上は100円追加）

平等割額
（1世帯につき）

19,200円 4,600円 7,000円 800円

賦 課 限 度 額 67万円 26万円 17万円 3万円

【令和８年度】別府市の国民健康保険税

※年度内に75歳に到達する場合、予め誕生月以降の保険税を差し引いて算定しています。75歳以降は後期高齢者医療保険料が別

に大分県後期高齢者医療広域連合から賦課されます。誕生月以降に市役所から保険税決定通知と納付書を送ります。

■ 税率について

令和8年度から、子育て支援を拡充するため、高齢者を含むすべての世代や企業が支援金を拠出し合う「子ど

も・子育て支援金制度」が開始します。支援金は児童手当の拡充など子育て支援事業に充てられ、令和8年度から、

各医療保険（市町村国民健康保険や国民健康保険組合、後期高齢者医療保険制度、被用者保険）の保険料（税）と

あわせて納付していただくことになります。詳しくはこども家庭庁のHP（右記QRコード）でご確認ください。

■ 減額について

QRｺｰﾄﾞは㈱ﾃﾞﾝｿｰｳｪｰﾌﾞの
登録商標です

申請 項目 内容

不要

基準所得に基づくもの
世帯（世帯主及び被保険者）の前年の所得等の合計額が基準額以下の
場合、均等割額・平等割額が減額されます。

(※)給与所得者等の数＝世帯主、被保険者及び特定同一世帯所属者のうち、給与所得者（給与収入が55万円を超える
方）と公的年金所得者（65歳未満:公的年金等収入が60万円を超える方、65歳以上:公的年金等収入が125万円を超える
方）
• 所得の有無にかかわらず申告をしていることが必要です。
• 事業専従者控除・譲渡所得の特別控除がある場合は控除前の所得で判定します。
• 医療分、後期高齢者支援金分、介護納付金分、子ども・子育て支援金分ともに同じ減額割合となります。
• 1月1日現在、65歳以上の公的年金受給者については、年金収入分の雑所得額からさらに15万円を控除します。

義務教育就学前のこどもに係る減額 義務教育就学前のこどもの保険税は、均等割額が5割減額されます。

後期高齢者医療制度移行に伴う減額

国保から後期高齢者医療制度に移行する人がいることにより国保
被保険者が1人となる世帯の保険税は、対象となってから5年間は
平等割額が2分の1に減額され、その後3年間は4分の1に減額されま
す。

子ども・子育て支援金分に係る18歳未満の減額
子ども・子育て支援金分に係る18歳未満の均等割額については全
額減額されます。

要

産前産後期間に係る減額（HPから申請可）
出産する被保険者の保険税は、所得割額と均等割額が産前産後期
間相当分（4か月分。多胎妊娠の場合、6か月分）が減額されます。

非自発的失業者に係る減額（HPから申請可）
会社の倒産や解雇、雇用期間満了など事業主の都合で失業した65
歳未満の人（非自発的失業者）の保険税は、前年所得のうち給与
所得を30%として算定します。

その他の減額（災害、所得の減少等）

世帯主の前年中の合計所得金額が、1,000万円以下で、住宅・家財
の損害金額（保険金等の補填を除く）が3割以上の場合、災害の
あった日の属する月から一年間の税を一定の基準で減額します。
その他、疾病等により所得が著しく減少した場合、減額される場
合があります。

減額割合 世帯の所得基準額

7割 43万円 + 10万円 ×（給与所得者等の数(※) - １)以下

5割 43万円 +（31万円 × 被保険者数）+ 10万円 × (給与所得者等の数(※) – 1)以下

2割 43万円 +（57万円 × 被保険者数）+ 10万円 × (給与所得者等の数(※) – 1)以下

国民健康保険は下記のとおり、一定の要件を満たす方について各種減額制度が用意されています。詳しくは保険年金課までお問

い合わせください。




